
注 記 事 項

［重要な会計方針］

１．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８～３９年

構築物 ２～１７年

器具・備品 ２～１０年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

３．貸倒引当金の計上根拠及び計上基準

４．有価証券の評価基準及び評価方法

償却原価法（定額法）によっております。

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）

（２）販売用不動産 個別法による原価法を採用しております。

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

満期保有目的債券

（１）貯蔵品 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

また、行政サ－ビス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国又は地

方公共団体からの出向職員に係る自己都合退職金要支給額の当期増加額に基づき計

上しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

に基づいております。

役職員の退職給付に備えるため、退職一時金に係る退職給付債務の見込額は、簡便法

（当該事業年度末における当法人退職手当支給規程に基づく自己都合退職金要支給額

の全額を計上する方法）に基づき計上しております。



６．行政サ－ビス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（２）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

（３）無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した

７．リ－ス取引の処理方法

８．キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロ－計算書における資金は、手許現金、随時引き出し可能な預金から

なっています。

９．消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方式によっております。

［貸借対照表］

該当ありません。

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額使用料による貸借取引の機会費用

リ－ス料総額が３００万円以上のファイナンス・リ－ス取引については、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

通常の資金調達（政府保証借入金、空港周辺整備債券）に係る約定利率の年加重

平均利率を参考に１．４７６５８％で計算しております。

　　 の計算方法

近隣の地代や貸借料等を参考に計算しております。

１０年利付国債の平成１６年３月末利回りを参考に１．４３５％で計算しております。

     利率

リ－ス料総額が３００万円未満のファイナンス・リ－ス取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。



［損益計算書］

※１　業務費の人件費内訳

役員報酬 円

給与手当 円

賞与 円

法定福利費 円

退職給付費用 円

円

※２　業務費のその他の経費のうち主要な費目及び金額

円

販売用不動産売却原価 円

円

円

円

円

円

※３　一般管理費の人件費内訳

役員報酬 円

給与手当 円

賞与 円

法定福利費 円

退職金 円

退職給付費用 円

円

福利厚生費 円

※４　一般管理費のその他経費のうち主要な費目及び金額

円

円

水道光熱費 円

［キャッシュ・フロ－計算書］

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 円

資金期末残高 円

２．重要な非資金取引

円

助成費

賃借料（土地及び建物）

業務委託費

5,238,700

53,995,891

1,144,366,450

旅費交通費

103,959,511

非常勤職員等給与及び手当等

34,592,968

建物等補償費

用地補償費

290,667,222

5,454,716

3,066,863

19,723,587

2,672,300

4,078,528,780

ファイナンス・リ－スによる資産の取得 33,689,130

業務委託費 5,098,620

8,566,529

4,078,528,780

66,986,520

15,156,136

213,207,524

賃借料（土地及び建物） 101,330,597

31,026,020

3,125,300,276

987,422,600

5,215,785

非常勤職員等給与及び手当等

71,587,732

33,524,505

4,284,700

17,663,019


